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平成23年度佐賀県市町決算の概要
（普通会計・確定値）
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1 決算規模

・ 平成23年度の市町決算規模は、総額で歳入が3,748億56百万円（対前年度比▲1.0％減）、
歳出が3,631億18百万円（同▲1.2％減）となった 。

・ 歳入については、地方税が12億91百万円（同1.3％）増、地方交付税が21億72百万円（同
2.1％）増となる一方で、臨時財政対策債が▲34億56百万円（同▲18.1％）減、経済対策分
の減により国庫支出金が▲39億79百万円（同▲7.9％）減となり、全体として減少した。

・ 歳出については、扶助費が31億79百万円（同4.9％）増、物件費が10億91百万円（同
2.8％）増、補助費等が10億90百万円（同2.9％）増となる一方で、普通建設事業費が▲64億
16百万円（同▲12.3％）減、人件費が▲10億21百万円（同▲1.6％）減となり、全体として減
少した。

【決算規模の推移】
（増減率：％）

歳 入 歳 出

総額 増減額（増減率） 総額 増減額（増減率）

23年度 3,748億56百万円 ▲36億24百万円 (▲1.0) 3,631億18百万円 ▲45億56百万円 (▲1.2)

22年度 3,784億80百万円 40億82百万円 (1.1) 3,676億74百万円 38億66百万円 (1.1)
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2 決算収支

【実質収支及び実質収支比率】

＊ 実質収支比率は単純平均である。

・ 実質収支は昭和54年度以降33年間連続で全団体黒字となった。

参考）実質収支とは、歳入歳出差引き（形式収支）から繰越明許費等に充てる翌年度へ

繰り越すべき財源を除いた額をいう。

実質収支 実質収支比率

23年度 95億39百万円 5.0%

22年度 74億10百万円 4.4%
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3 歳 入

注１）その他とは、地方譲与税、地方特例交付金、地方消費税交付金等各種交付金、諸収入等である。

注２）一般財源は、「地方税」、「地方交付税」及び「その他」のうちの地方譲与税、地方特例交付金、地方消費税交付金等各種交付金の合計である。

注３）合計を一致させるために端数調整を行っている。

【歳入の内訳概要】

平成23年度 22年度

備 考
決算額

構成比
(%)

増減額
増減率

(%)
決算額

地方税 99,011 26.4 1,291 1.3 97,720 税率改正に伴う市町村たばこ税の増

地方交付税 106,873 28.5 2,172 2.1 104,701 地方交付税の増

国庫支出金 46,434 12.4 ▲ 3,979 ▲ 7.9 50,413 経済対策の終了に伴う減

県支出金 31,694 8.5 ▲ 1,316 ▲ 4.0 33,010 普通建設事業費支出金の減

繰入金 7,964 2.1 1,105 16.1 6,859 財政調整基金からの繰入金の増

地方債 35,536 9.5 ▲ 2,403 ▲ 6.3 37,939

うち臨時財政対策債 15,591 4.2 ▲ 3,456 ▲ 18.1 19,047 臨時財政対策債の減

その他 47,344 12.6 ▲ 494 ▲ 1.0 47,838 使用料収入の減

歳入合計 374,856 100.0 ▲ 3,624 ▲ 1.0 378,480

うち一般財源 219,462 58.5 2,743 1.3 216,719

（単位：百万円）



5

4 歳 出（目的別）

注１） その他とは、議会費、商工費、消防費、諸支出金である。

注２）合計を一致させるために端数調整を行っている。

【歳出（目的別）の内訳概要】

平成23年度
22年度
決算額

備 考
決算額

構成比
（%）

増減額 増減率(%)

総務費 49,719 13.7 ▲ 8,951 ▲ 15.3 58,670
地上デジタル放送難視聴地区におけるケーブルテレビ整備事
業の終了等に伴う減

民生費 113,224 31.2 4,923 4.5 108,301
子ども手当、障害者自立支援給付費及び生活保護費等の扶
助費の増

衛生費 30,997 8.5 1,877 6.4 29,120 病院事業会計への補助費等の増

労働費 3,447 0.9 ▲ 335 ▲ 8.9 3,782 緊急雇用創出事業の一部終了に伴う減

農林水産業費 23,544 6.5 102 0.4 23,442

土木費 30,065 8.3 ▲ 3,833 ▲ 11.3 33,898
新鳥栖駅周辺整備事業、公営住宅建設事業等の終了に伴う
減

教育費 35,511 9.8 277 0.8 35,234

災害復旧費 2,748 0.8 ▲ 562 ▲ 17.0 3,310 Ｈ22年6･7月の豪雨災害の復旧に伴う減

公債費 44,772 12.3 ▲ 736 ▲ 1.6 45,508 地域総合整備事業債の一部償還終了等に伴う減

その他 29,091 8.0 2,682 10.2 26,409

歳出合計 363,118 100 ▲ 4,556 ▲ 1.2 367,674

（単位：百万円）
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5 歳 出（性質別）
【歳出（性質別）の内訳概要】

平成23年度 22年度

備 考
決算額

構成比
（%）

増減額
増減率

(%)
決算額

義務的経費 173,647 47.8 1,422 0.8 172,225

人件費 61,431 16.9 ▲ 1,021 ▲ 1.6 62,452

うち職員給 36,617 10.1 ▲ 933 ▲ 2.5 37,550 職員数の減による減

うち退職金 6,625 1.8 ▲ 1,447 ▲ 17.9 8,072 退職者の減による減

扶助費 67,444 18.6 3,179 4.9 64,265 子ども手当、障害者自立支援給付費及び生活保護費等の増

公債費 44,772 12.3 ▲ 736 ▲ 1.6 45,508 地域総合整備事業債の一部償還終了等に伴う減

投資的経費 48,321 13.3 ▲ 6,978 ▲ 12.6 55,299

普通建設事業費 45,573 12.6 ▲ 6,416 ▲ 12.3 51,989

うち補助事業費 17,416 4.8 ▲ 7,183 ▲ 29.2 24,599
地上デジタル放送難視聴地区におけるケーブルテレビ整備事業の終了
等に伴う減

うち単独事業費 26,095 7.2 173 0.7 25,922

災害復旧事業費 2,748 0.8 ▲562 ▲17.0 3,310 Ｈ22年6･7月の豪雨災害の復旧に伴う減

その他の経費 141,150 38.9 1,000 0.7 140,150

うち物件費 40,360 11.1 1,091 2.8 39,269 ワクチン接種事業の実施に伴う委託料の増

うち補助費等 38,312 10.6 1,090 2.9 37,222 病院事業会計への補助費等の増

うち積立金 14,212 3.9 ▲ 2,811 ▲ 16.5 17,023 財政調整基金、減債基金積立金の減

うち貸付金 4,126 1.1 634 18.2 3,492

うち繰出金 38,761 10.7 213 0.6 38,548

歳出合計 363,118 100.0 ▲ 4,556 ▲ 1.2 367,674

（単位：百万円）

注１）合計を一致させるために端数調整を行っている。
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6 財政構造（経常収支比率）
【経常収支比率の推移】

・ 平成23年度の経常収支比率は、20市町平均で87.4%となっており、前年度（85.4%）よりも2.0ポイント

高くなった。

・ また、比率が100%を超えた団体はなく、90%を超える団体は4団体（前年度3団体）であった。

【参考】

経常収支比率とは、歳出総額を経常的経費と臨時的経費に区分し、経常的経費に充当された一般

財源の経常一般財源総額に対する割合であり、地方税、普通交付税を中心とする経常一般財源が、

人件費、扶助費、公債費等の経常的な経費にどの程度充当されたかによって、財政構造の弾力性を

判断するものである。

（％）
経常一般財源総額 ＋ 減収補 債特例分 ＋ 臨時財政対策債

経常経費充当一般財源
経常収支比率 100＝ ×

（単位：％）

H 19 H 20 H 21 H 22 H 23

93.0 92.6 89.8 85.4 87.4 

※平成13年度から「減税補 債」「臨時財政対策債」が算入されることとなった。なお、
平成19年度から「減税補 債」に代わり、「減収補 債特例分」が算入されている。

※表内の値は県内市町の経常収支比率を単純平均したものである。
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7 地方債現在高

• H23年度の地方債残高は3,743億04百万円で、前年度から▲29億2百万円減少した（▲0.8％）。

• 臨時財政対策債を除いた地方債残高は平成15年度以降減少を続け、今年度も▲124億63百万円減少し（▲4.7%）、
2,532億79百万円となった。
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参考 健全化判断比率

・ 県内全市町で早期健全化基準を下回った。

・ 県内20市町の平均は12.9%となっており、前年度（13.8%）よりも0.9ポイント改善した。

・ 地方債の許可となる18%以上の団体は、昨年度より１団体（神埼市）減少し、３団体（唐津市・伊万里市・上峰町）と
なった。

将来負担比率 （早期健全化基準は350%）

実質公債費比率 （早期健全化基準は25%）

実質赤字比率 （早期健全化基準は財政規模に応じ11.25～15%）

連結実質赤字比率 （早期健全化基準は財政規模に応じ16.25～20%）

･ 算定市町なし。（県内全市町で実質赤字額がないため）

・ 算定市町なし。（県内全市町で連結実質赤字額がないため）

・ 県内全市町で早期健全化基準を下回った。

平成23年度決算に基づく健全化判断比率＜速報値＞

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の施行に伴い、地方公共団体は、毎年度、以下の
健全化判断比率（4指標）を監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表しなければならないこととされている。








